
すべての人が輝く令和の社会へ
～もっと前に もっと強く もっと優しく～

１．男女共同参画の現状
２．第５次男女共同参画基本計画
３．新型コロナウイルス感染症拡大による女性への影響
４．女性版「骨太の方針」、経済財政運営と改革の基本方針（骨太の方針）
５．ジェンダー不平等の悪循環

①女性の人生と家族の多様化と、昭和の時代の意識・制度・慣行のミスマッチ
②性別による無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）
③諸外国にはあるが、日本にはないと指摘されているもの
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アイスランド（0.892）

日本(0.656)

平均（0.677）

経済参画(0.604)

教育(0.983)政治参画(0.061)

健康(0.973)

1位/156か国

120位/156か国

（備考） １．世界経済フォーラム「グローバル・ジェンダー・ギャップ報告書」より作成
２．スコアが低い項目は赤字で記載
３．分野別の順位：経済（117位）、教育（92位）、健康（65位）、政治（147位）

・労働参加率の男女比
・同一労働における賃金の男女格差
・推定勤労所得の男女比

・管理的職業従事者の男女比
・専門・技術者の男女比

・出生児性比
・健康寿命の男女比

・識字率の男女比
・初等教育就学率の男女比
・中等教育就学率の男女比

・高等教育就学率の男女比

・国会議員の男女比
・閣僚の男女比
・最近50年における
行政府の長の在任年数の男女比

・スイスの非営利財団「世界経済フォーラム」(ダボス会議)が公表。男性に対する女性の割合（女性の数値/男性の数値）
を示しており、０が完全不平等、１が完全平等。

・日本は156か国中120位。「教育」と「健康」の値は世界トップクラスだが、「政治」と「経済」の値が低い。

順位 国名 値

1 アイスランド 0.892
2 フィンランド 0.861
3 ノルウェー 0.849
4 ニュージーランド 0.840
5 スウェーデン 0.823

11 ドイツ 0.796

16 フランス 0.784

23 英国 0.775
24 カナダ 0.772

30 アメリカ 0.763

63 イタリア 0.721

79 タイ 0.710

81 ロシア 0.708

87 ベトナム 0.701

101 インドネシア 0.688
102 韓国 0.687

107 中国 0.682

119 アンゴラ 0.657
120 日本 0.656
121 シエラレオネ 0.655

ジェンダー・ギャップ指数（GGI）2021年


比較表 (詳細版)

		（参考）GGI各分野ごとの比較 サンコウ カクブンヤ ヒカク										※対前年度比で上昇しているところは赤字、下降しているところは青字 タイ ゼンネンドヒ ジョウショウ アカジ カコウ アオジ

										2018年 ﾈﾝ				2017年 ﾈﾝ				2016年 ﾈﾝ				2015年 ﾈﾝ				2014年 ﾈﾝ				2013年 ﾈﾝ				2012年 ﾈﾝ

		総合 ｿｳｺﾞｳ		日本 にほん				ウエイト		0.662		110位 イ		0.657		114位 イ		0.660		111位 イ		0.670		101位 イ		0.658		104位 イ		0.650		105位 イ		0.653		101位 イ

		政治分野 ｾｲｼﾞ		日本 にほん		全体 ゼンタイ		-		0.081		125位 イ		0.078		123位 イ		0.103		103位 イ		0.103		104位 イ		0.058		129位 イ		0.060		118位 イ		0.070		110位 イ

						国会議員（衆議院）		0.310		0.112		130位 イ		0.102		129位 イ		0.105		122位 イ		0.100		125位 イ		0.090		126位 イ		0.090		120位 イ		0.120		102位 イ

						閣僚		0.247		0.188		89位 イ		0.188		88位 イ		0.286		50位 イ		0.290		51位 イ		0.130		98位 イ		0.130		82位 イ		0.130		83位 イ

						首相等在任期間（過去50年）		0.443		0.000		71位 イ		0.000		69位 イ		0.000		68位 イ		0.000		64位 イ		0.000		64位 イ		0.000		60位 イ		0.000		58位 イ

				世界
（平均値） セカイ ヘイキンチ		全体 ゼンタイ		-		0.223		-		0.227		-		0.233		-		0.230		-		0.214		-		0.211		-		0.195		-

						国会議員（衆議院）		0.310		0.284		-		0.279		-		0.269		-		0.270		-		0.250		-		0.240		-		0.230		-

						閣僚		0.247		0.208		-		0.209		-		0.238		-		0.240		-		0.200		-		0.190		-		0.190		-

						首相等在任期間（過去50年）		0.443		0.189		-		0.200		-		0.204		-		0.200		-		0.200		-		0.200		-		0.170		-

		経済分野 ｹｲｻﾞｲ ﾌﾞﾝﾔ		日本 にほん		全体 ゼンタイ		-		0.595		117位 イ		0.580		114位 イ		0.569		118位 イ		0.611		106位 イ		0.618		102位 イ		0.584		104位 イ		0.576		102位 イ

						労働力率		0.199		0.799		79位 イ		0.781		79位 イ		0.778		79位 イ		0.770		82位 イ		0.750		83位 イ		0.740		79位 イ		0.730		78位 イ

						同一労働における賃金		0.310		0.696		45位 イ		0.672		52位 イ		0.662		58位 イ		0.650		69位 イ		0.680		53位 イ		0.620		87位 イ		0.600		97位 イ

						勤労所得推定値（PPP US$）		0.221		0.527		103位 イ		0.524		100位 イ		0.514		100位 イ		0.610		75位 イ		0.600		74位 イ		0.570		79位 イ		0.550		80位 イ

						管理的職業従事者等		0.149		0.152		129位 イ		0.142		116位 イ		0.128		113位 イ		0.100		116位 イ		0.120		112位 イ		0.100		106位 イ		0.100		106位 イ

						専門職・技術職		0.121		0.671		108位 イ		0.654		101位 イ		0.629		101位 イ		0.870		81位 イ		0.870		78位 イ		0.850		79位 イ		0.870		73位 イ

				世界
（平均値） セカイ ヘイキンチ		全体 ゼンタイ		-		0.586		-		0.585		-		0.586		-		0.592		-		0.596		-		0.601		-		0.599		-

						労働力率		0.199		0.669		-		0.667		-		0.665		-		0.670		-		0.670		-		0.680		-		0.680		-

						同一労働における賃金		0.310		0.632		-		0.634		-		0.622		-		0.600		-		0.610		-		0.640		-		0.640		-

						勤労所得推定値（PPP US$）		0.221		0.502		-		0.509		-		0.502		-		0.540		-		0.530		-		0.530		-		0.530		-

						管理的職業従事者等		0.149		0.324		-		0.320		-		0.358		-		0.270		-		0.270		-		0.260		-		0.250		-

						専門職・技術職		0.121		0.74		-		0.758		-		0.862		-		0.640		-		0.650		-		0.640		-		0.630		-

		教育分野 ｷｮｳｲｸ		日本 ニホン		全体 ゼンタイ		-		0.994		65位 イ		0.991		74位 イ		0.990		76位 イ		0.988		84位 イ		0.978		93位 イ		0.976		91位 イ		0.987		81位 イ

						識字率		0.191		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ

						初等教育就学率		0.459		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		64位 イ		1.000		-		1.000		-		1.000		1位 イ

						中等教育就学率		0.230		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ

						高等教育就学率		0.121		0.952		103位 イ		0.926		101位 イ		0.913		103位 イ		0.900		106位 イ		0.900		105位 イ		0.890		98位 イ		0.890		100位 イ

				世界
（平均値） セカイ ヘイキンチ		全体 ゼンタイ		-		0.949		-		0.953		-		0.955		-		0.946		-		0.935		-		0.934		-		0.932		-

						　識字率		0.191		0.876		-		0.883		-		0.897		-		0.890		-		0.870		-		0.870		-		0.870		-

						　初等教育就学率		0.459		0.739		-		0.979		-		0.980		-		0.930		-		0.940		-		0.920		-		0.970		-

						　中等教育就学率		0.230		0.955		-		0.971		-		0.970		-		0.640		-		0.620		-		0.600		-		0.900		-

						　高等教育就学率		0.121		0.928		-		0.938		-		0.930		-		0.920		-		0.880		-		0.870		-		0.880		-

		健康分野 けんこう ﾌﾞﾝﾔ		日本 ニホン		全体 ゼンタイ		-		0.979		41位 イ		0.980		1位 イ		0.979		40位 イ		0.979		42位 イ		0.979		37位 イ		0.979		34位 イ		0.979		34位 イ

						出生時男女比		0.693		0.944		1位 イ		0.944		1位 イ		0.943		95位 イ		0.940		99位 イ		0.940		94位 イ		0.940		93位 イ		0.940		93位 イ

						健康平均寿命		0.307		1.059		57位 イ		1.060		1位 イ		1.060		1位 イ		1.060		1位 イ		1.060		1位 イ		1.060		1位 イ		1.060		1位 イ

				世界
（平均値） セカイ ヘイキンチ		全体 ゼンタイ		-		0.955		-		0.956		-		0.957		-		0.957		-		0.960		-		0.957		-		0.956		-

						出生時男女比		0.693		0.921		-		0.920		-		0.918		-		0.920		-		0.920		-		0.920		-		0.920		-

						健康平均寿命		0.307		1.034		-		1.037		-		1.043		-		1.040		-		1.040		-		1.040		-		1.040		-



GGI各分野ごとの比較



政治分野	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	8.1000000000000003E-2	7.8E-2	0.10299999999999999	0.10299999999999999	5.8000000000000003E-2	0.06	7.0000000000000007E-2	経済分野	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.59499999999999997	0.57999999999999996	0.56899999999999995	0.61099999999999999	0.61799999999999999	0.58399999999999996	0.57599999999999996	教育分野	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.99399999999999999	0.99099999999999999	0.99	0.98799999999999999	0.97799999999999998	0.97599999999999998	0.98699999999999999	健康分野	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.97899999999999998	0.98	0.97899999999999998	0.97899999999999998	0.97899999999999998	0.97899999999999998	0.97899999999999998	







政治分野



全体	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	8.1000000000000003E-2	7.8E-2	0.10299999999999999	0.10299999999999999	5.8000000000000003E-2	0.06	7.0000000000000007E-2	国会議員（衆議院）	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.112	0.10199999999999999	0.105	0.1	0.09	0.09	0.12	閣僚	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.188	0.188	0.28599999999999998	0.28999999999999998	0.13	0.13	0.13	首相等在任期間（過去50年）	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0	0	0	0	0	0	0	







経済分野



全体	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.59499999999999997	0.57999999999999996	0.56899999999999995	0.61099999999999999	0.61799999999999999	0.58399999999999996	0.57599999999999996	労働力率	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.79900000000000004	0.78100000000000003	0.77800000000000002	0.77	0.75	0.74	0.73	同一労働における賃金	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.69599999999999995	0.67200000000000004	0.66200000000000003	0.65	0.68	0.62	0.6	勤労所得推定値（PPP US$）	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.52700000000000002	0.52400000000000002	0.51400000000000001	0.61	0.6	0.56999999999999995	0.55000000000000004	管理的職業従事者等	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.152	0.14199999999999999	0.128	0.1	0.12	0.1	0.1	専門職・技術職	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.67100000000000004	0.65400000000000003	0.629	0.87	0.87	0.85	0.87	







教育分野



全体	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.99399999999999999	0.99099999999999999	0.99	0.98799999999999999	0.97799999999999998	0.97599999999999998	0.98699999999999999	識字率	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	1	1	1	1	1	1	1	初等教育就学率	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	1	1	1	1	1	1	1	中等教育就学率	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	1	1	1	1	1	1	1	高等教育就学率	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.95199999999999996	0.92600000000000005	0.91300000000000003	0.9	0.9	0.89	0.89	







保健分野



全体	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.97899999999999998	0.98	0.97899999999999998	0.97899999999999998	0.97899999999999998	0.97899999999999998	0.97899999999999998	出生時男女比	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.94399999999999995	0.94399999999999995	0.94299999999999995	0.94	0.94	0.94	0.94	健康平均寿命	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	1.0589999999999999	1.06	1.06	1.06	1.06	1.06	1.06	









比較表

		（参考）GGI各分野ごとの比較 サンコウ カクブンヤ ヒカク

								2018年 ﾈﾝ		2017年 ﾈﾝ		差
（2018-2017） ｻ				2016年 ﾈﾝ		2015年 ﾈﾝ		2014年 ﾈﾝ		2013年 ﾈﾝ		2012年 ﾈﾝ

		総合 ｿｳｺﾞｳ		日本 ﾆﾎﾝ		順位 ｼﾞｭﾝｲ		110位 イ		114位 クライ		4位上昇 ｲ じょうしょう				111位 クライ		101位 クライ		104位 ｲ		105位 クライ		101位 ｲ						※赤字が未更新 アカジ ミコウシン

						値 ｱﾀｲ		0.662		0.657		0.005				0.660		0.670		0.658		0.650		0.653

		経済分野 ｹｲｻﾞｲ ﾌﾞﾝﾔ		日本 ﾆﾎﾝ		順位 ｼﾞｭﾝｲ		117位 イ		114位 くらい		3位低下 ｲ ていか				118位 くらい		106位 くらい		102位 ｲ		104位 くらい		102位 ｲ

						値 ｱﾀｲ		0.595		0.580		0.015				0.569		0.611		0.618		0.584		0.576

				世界平均値 ｾｶｲ ﾍｲｷﾝ ｱﾀｲ				0.586		0.585		0.001				0.586		0.592		0.596		0.601		0.599

		教育分野 ｷｮｳｲｸ		日本 ﾆﾎﾝ		順位 ｼﾞｭﾝｲ		65位 くらい		74位 くらい		9位上昇 イ ジョウショウ				76位 くらい		84位 くらい		93位 ｲ		91位 くらい		81位 ｲ

						値 ｱﾀｲ		0.994		0.991		0.003				0.990		0.988		0.978		0.976		0.987

				世界平均値 ｾｶｲ ﾍｲｷﾝ ｱﾀｲ				0.949		0.953		(0.004)				0.955		0.946		0.935		0.934		0.932

		健康分野 けんこう ﾌﾞﾝﾔ		日本 ﾆﾎﾝ		順位 ｼﾞｭﾝｲ		41位 ｲ		1位 ｲ		40位低下 イ テイカ				40位 ｲ		42位 ｲ		37位 ｲ		34位 ｲ		34位 ｲ

						値 ｱﾀｲ		0.979		0.980		▲ 0.001				0.979		0.979		0.979		0.979		0.979

				世界平均値 ｾｶｲ ﾍｲｷﾝ ｱﾀｲ				0.955		0.956		(0.001)				0.957		0.957		0.960		0.957		0.956

		政治分野 ｾｲｼﾞ		日本 ﾆﾎﾝ		順位 ｼﾞｭﾝｲ		125位 クライ		123位 クライ		2位上昇 ｲ じょうしょう				103位 クライ		104位 クライ		129位 ｲ		118位 クライ		110位 ｲ

						値 ｱﾀｲ		0.081		0.078		0.003				0.103		0.103		0.058		0.060		0.070

				世界平均値 ｾｶｲ ﾍｲｷﾝ ｱﾀｲ				0.223		0.227		(0.004)				0.233		0.230		0.214		0.211		0.195





比較グラフ

		average		平均 ﾍｲｷﾝ		0.582		0.954		0.239		0.958																														順位		国名		値

																																										1		アイスランド		0.892

																																										2		フィンランド		0.861

																																										3		ノルウェー		0.849

																																										4		ニュージーランド		0.840

																																										5		スウェーデン		0.823



																																										11		ドイツ		0.796



																																										16		フランス		0.784



																																										23		英国 エイコク		0.775

																																										24		カナダ		0.772



																																										30		アメリカ		0.763



																																										63		イタリア		0.721



																																										79		タイ		0.710



																																										81		ロシア		0.708



																																										87		ベトナム		0.701



																																										101		インドネシア		0.688

																																										102		韓国 カンコク		0.687



																																										107		中国 チュウゴク		0.682



																																										119		アンゴラ		0.657

																																										120		日本		0.656

																																										121		シエラレオネ		0.655

		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!		ERROR:#REF!

		average		0.582		0.954		0.239		0.958



#REF!	1	#REF!	1	平均	0.58199999999999996	0.95399999999999996	0.23899999999999999	0.95799999999999996	





#REF!	1	#REF!	0	0	0	0	average	0.58199999999999996	0.95399999999999996	0.23899999999999999	0.95799999999999996	





#REF!	1	#REF!	1	平均	0.58199999999999996	0.95399999999999996	0.23899999999999999	0.95799999999999996	
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男女の地位の平等感

1.6%
2.8% 0.3%

男性の方が非常
に優遇されている

どちらかといえば
男性の方が優
遇されている

平等 わからない どちらかといえば
女性の方が優
遇されている

女性の方が
非常に優遇
されている

社会全体における男女の地位の平等感

男性の方が優遇されて
いる（小計）74.1％

女性の方が優遇されて
いる（小計）3.1％

（出典）内閣府「令和元年男女共同参画社会に関する世論調査」

・男女の地位は平等になっていると思うか聞いたところ、社会全体でみた場合には、「平等」と答えた者の割合が21.2％、

「男性の方が優遇されている」とする者の割合が74.1％（「男性の方が非常に優遇されている」11.3％＋「どちらかといえ

ば男性の方が優遇されている」62.8％）となっている。

・各分野については、「平等」と答えた者の割合が、「学校教育の場」で61.2％、「自治会やＰＴＡなどの地域活動の場」で

46.5％、「家庭生活」で45.5％、「法律や制度の上」で39.7％、「職場」で30.7％、「社会通念・慣習・しきたりなど」で22.6％、

「政治の場」で14.4％。

成果目標
（第５次男女共同参画基本計画）

ほぼすべてを目標としつつ、
当面50％(2025年まで)



女性議員の比率（衆議院選挙後）

女性議員
割合

議員数 女性議員数

衆議院 9.7% 465 45

参議院 23.0% 243 56

合 計 14.3% 708 101

（注１）衆議院及び参議院は2021年11月３日現在（「衆議院議員総選挙結果調」令和３年10月31日執行衆議院議員総選挙速報結果及び
参議院ＨＰより）。

（注２）都道府県及び市町村は令和２年12月31日現在（総務省調べ）。
（注３）有権者に占める女性の割合：51.7%（「衆議院議員総選挙結果調」令和３年10月31日執行衆議院議員総選挙速報結果より）。

女性議員
割合

議員数 女性議員数

都道府県議会 11.5% 2,643 303

市区町村議会 14.8% 29,608 4,382

合 計 14.5% 32,251 4,685

１．国会

２．地方議会



女性議員比率の国際比較（衆議院選挙後）

…

ルワンダ

キューバ
アラブ首長国連邦

フランス

ニュージーランド

メキシコ
スウェーデン

…

イギリス

ドイツ

アメリカ

…

中国

チェコ

韓国

カタール

レソト

ギニアビサウ

インド

ミクロネシア連邦

パプアニューギニア
バヌアツ

下院又は一院制

女性割合 女性/議席順位 国名

仮に衆議院と参議院の合計の女性議員比率（14.3%）

で比較した場合、日本の順位は、190か国中149位

…

…
…

ニカラグア

グレナダ

アンドラ

ボリビア

イタリア

カナダ

赤道ギニア

…
…

…
…

…
…

仮に参議院の女性議員比率（23.0%）で比較した場合、

日本の順位は、190か国中94位

日本の順位（衆議院女性議員比率）は、１９０か国中１６８位
※日本は、2021年11月現在（衆議院及び参議院女性議員比率は11月３日現在）。その他の国は、2021年１月１日時点。
※日本の出典は、衆議院及び参議院HP。その他の国の出典は、ＩＰＵ（列国議会同盟）Women in politics:2021。下院又は一院制議会における女性議員比率。

エスワティニ

衆議院の女性議員比率（9.7%）190か国中168位
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日本人の年齢構造と国会議員の年齢構造我が国国民と国会議員の性別・年齢構造（衆議院解散前）

国民全体 100
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以上 国会議員

〇国民全体の性別・年齢構造に比べて、国会議員は女性・若い世代が少なくなっている。
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5

女性

平均
59.6歳

平均
55.4歳

（人）

（備考）『国会議員要覧 令和三年二月版』、衆議院ホームページ（令和３年６月３日現在）及び参議院ホーム
ページ（令和３年６月８日現在）より内閣府男女共同参画局作成（人数、年齢は令和３年６月８日現在）。
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以上 （千人）

（備考）総務省統計局「人口推計」（2019年10月１日現在）より内閣府男女共同参画局作成。

18 18歳：選挙権

25歳：被選挙権（衆議院）

30歳：被選挙権（参議院）

18

男性 女性

（千人）

【国民全体】 【国会議員】
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上級管理職（局長・審議官級）に占める女性割合

女性国家公務員比率の国際比較
国家公務員における役職段階別の女性割合をみると、どの役職段階でみても日本は諸外国と比べて著しく低くなっている。

※出典：OECD (2021), Government at a Glance 2021
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中級管理職（本省課長級）に占める女性割合

71.4 
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その他役職に占める女性割合

q

【上級管理職】
• 大臣・国務長官・次官のすぐ下の役職。政策の解釈や実施を監督する者。
• 政策や計画を策定、評価、調整し、部の全体的な活動を評価する者。
※日本の値は、指定職俸給表が適用される者（局長・審議官級）に占める女性割合。

【中級管理職】
• 上級管理職のすぐ下の役職。省内の特定の局で、計画、指示、調整を行う者。
※日本の値は、行政職俸給表(一)の８～10級の者（本省課長級）に占める女性割合。

【その他役職】
・上級管理職、中級管理職以外の者。
※日本の値は、一般職国家公務員から指定職、行政職俸給表(一)８～10級の者を
除いた者に占める女性割合。

（注）定義（Government at a Glance 2021より）
・各国のデータの出典は、ilostatの労働力調査。
・政府に加えて、公営企業での雇用を含む。
・職業レベルについては、以下の定義に基づき、各国が回答。

(％) (％)

(％)
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民間企業 管理職相当の女性割合の推移

部長、課長、係長に就く女性割合は着実に伸びている。

（備考） １．各年６月時点、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より作成。
２．常用労働者100人以上を雇用する企業に属する労働者のうち、雇用期間の定めがない者における役職者。
３．管理職の定義について ・部長級：事業所で通常｢部長｣又は「局長」と呼ばれている者であって、その組織が２課以上からなり、
又は、その構成員が20人以上（部（局）長を含む。）のものの長 ・課長級：事業所で通常「課長」と呼ばれている者であって、その
組織が２係以上からなり、又は、その構成員が10人以上（課長を含む。）のものの長。

成果目標
（第５次男女共同参画基本計画）

30％（2025年）

18％（2025年）

12％（2025年）

係長相当職

課長相当職

部長相当職

女性就業者の推移

女性役員数の推移

上場企業の女性役員数は、8年間(2012-2020)で約4倍に増加。

出典：東洋経済新報社「役員四季報」
（注）：調査時点は原則として各年７月31日現在。調査対象は、全上場企業。ジャスダック上場会社を含む。

「役員」は、取締役、監査役、指名委員会等設置会社の代表執行役及び執行役。

比率女性役員数（人）

（年）
出典：OECD” Social and Welfare Statistics” 2020年の値。

※ EUは、各国の優良企業銘柄50社が対象。他の国はMSCI ACWI構成銘柄(2700社程度、大型、中型銘柄）の企業が対象。
（注）2020年7月時点の全上場企業役員に占める女性の割合（6.2％）は東洋経済新報社「役員四季報」より算出。

諸外国の女性役員割合

(年)

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

フランス

イタリア

スウェーデン

ドイツ

イギリス

カナダ

アメリカ

中国

日本

韓国

45.1%

38.4%
38.0%

36.3%
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女性就業者数は、7年間(2012～19年)で約330万人増加。

出典：総務省「労働力調査（基本集計）」より作成。

（万人）

＋約330万人
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給与額の男女間格差

・給与金額は、正社員同士、
非正規雇用労働者同士で
比較しても、全体としてみると、
男女間に差。
年齢が高まるにつれて
その差が拡大。

・給与金額は、同じ職業、
勤続年数であっても、
男女間で差。

435.3

266.7

303.6

200.6

100
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500

～１９歳 ２５～２９ ３５～３９ ４５～４９ ５５～５９ ６５～６９（歳）

（厚生労働省「令和２年賃金構造基本統計調査」より作成）

正社員・正職員（男性）

正社員・正職員（女性）

正社員・正職員以外（女性）

正社員・正職員以外（男性）
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男

女

ソフトウェア作成者

男

女

保育士 システムコンサルタント・設計者、ソフトウェア作成者

システムコンサルタント
・設計者

女

男

（千円／月額）
（千円／月額）

（勤続年数）
（勤続年数）

所定内給与額（雇用形態別・年齢階級別）（千円／月額）
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第５次男女共同参画基本計画 令和２年12月25日

(1)新型コロナウイルス感染症拡大による女性への影響
(2)人口減少社会の本格化と未婚・単独世帯の増加
(3)人生100年時代の到来（女性の51.1％が90歳まで生存）
(4)法律・制度の整備（働き方改革等）

閣 議 決 定

社会情勢の現状、予想される環境変化及び課題

 2030年代には、誰もが性別を意識することなく活躍でき、指導的地位に
ある人々の性別に偏りがないような社会となることを目指す。

そのための通過点として、2020年代の可能な限り早期に指導的地位に占
める女性の割合が30％程度となるよう目指して取組を進める。

• 「202030目標」：社会のあらゆる分野において、2020年までに、指導的地位

に女性が占める割合が、少なくとも30％程度となるよう期待する（2003年に

目標設定）

• この目標に向けて、女性就業者数や上場企業女性役員数の増加等、道筋をつ

けてきたが、全体として「30％」の水準に到達しそうとは言えない状況。

• 国際社会に目を向けると諸外国の推進スピードは速く、日本は遅れている。

政治分野（有権者の約52％は女性）
• 立候補や議員活動と家庭生活との両立が困難
• 人材育成の機会の不足
• 候補者や政治家に対するハラスメント
経済分野
• 管理職・役員へのパイプラインの構築が途上
社会全体
• 固定的な性別役割分担意識

政策・方針決定過程への女性の参画拡大

(5)デジタル化社会への対応（Society 5.0）
(6)国内外で高まる女性に対する暴力根絶の社会運動
(7)頻発する大規模災害（女性の視点からの防災）
(8)ジェンダー平等に向けた世界的な潮流

0
0.2
0.4
0.6
0.8

1
アイスランド

日本

経済参画(115/153)

教育(91/153)

政治参画(144/153)

健康(40/153)

「世界経済フォーラム」（ダボス会議）
ジェンダー・ギャップ指数 2020 153か国中 121位

衆議院の女性議員比率

（出典）列国議会同盟（2020年10月時点）
下院又は一院制議会における女性議員割合。

管理的職業従事者に占める女性の割合

国名 割合(%) クオータ制の状況

フランス 39.5 • 法的候補者クオータ制
• 政党による自発的なクオータ制

イギリス 33.9 • 政党による自発的なクオータ制

ドイツ 31.2 • 政党による自発的なクオータ制

アメリカ 23.4 -

韓国 19.0 • 法的候補者クオータ制

日本 9.9 -

＜新しい目標＞

（％）

・進捗が遅れている要因

順位 国名 値

1 アイスランド 0.877
2 ノルウェー 0.842
3 フィンランド 0.832

10 ドイツ 0.787

15 フランス 0.781

21 イギリス 0.767

53 アメリカ 0.724

106 中国 0.676

108 韓国 0.672

120 アラブ首長国連邦 0.655

121 日本 0.652

122 クウェート 0.650
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（出典）日本の値は、総務省「労働力調査」。その他の国は、ILO 
‘ILOSTAT’（2020年11月時点）。いずれの国も2019年の値。

～ すべての女性が輝く令和の社会へ ～
（説明資料）
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比較表 (詳細版)

		（参考）GGI各分野ごとの比較 サンコウ カクブンヤ ヒカク										※対前年度比で上昇しているところは赤字、下降しているところは青字 タイ ゼンネンドヒ ジョウショウ アカジ カコウ アオジ

										2018年 ﾈﾝ				2017年 ﾈﾝ				2016年 ﾈﾝ				2015年 ﾈﾝ				2014年 ﾈﾝ				2013年 ﾈﾝ				2012年 ﾈﾝ

		総合 ｿｳｺﾞｳ		日本 にほん				ウエイト		0.662		110位 イ		0.657		114位 イ		0.660		111位 イ		0.670		101位 イ		0.658		104位 イ		0.650		105位 イ		0.653		101位 イ

		政治分野 ｾｲｼﾞ		日本 にほん		全体 ゼンタイ		-		0.081		125位 イ		0.078		123位 イ		0.103		103位 イ		0.103		104位 イ		0.058		129位 イ		0.060		118位 イ		0.070		110位 イ

						国会議員（衆議院）		0.310		0.112		130位 イ		0.102		129位 イ		0.105		122位 イ		0.100		125位 イ		0.090		126位 イ		0.090		120位 イ		0.120		102位 イ

						閣僚		0.247		0.188		89位 イ		0.188		88位 イ		0.286		50位 イ		0.290		51位 イ		0.130		98位 イ		0.130		82位 イ		0.130		83位 イ

						首相等在任期間（過去50年）		0.443		0.000		71位 イ		0.000		69位 イ		0.000		68位 イ		0.000		64位 イ		0.000		64位 イ		0.000		60位 イ		0.000		58位 イ

				世界
（平均値） セカイ ヘイキンチ		全体 ゼンタイ		-		0.223		-		0.227		-		0.233		-		0.230		-		0.214		-		0.211		-		0.195		-

						国会議員（衆議院）		0.310		0.284		-		0.279		-		0.269		-		0.270		-		0.250		-		0.240		-		0.230		-

						閣僚		0.247		0.208		-		0.209		-		0.238		-		0.240		-		0.200		-		0.190		-		0.190		-

						首相等在任期間（過去50年）		0.443		0.189		-		0.200		-		0.204		-		0.200		-		0.200		-		0.200		-		0.170		-

		経済分野 ｹｲｻﾞｲ ﾌﾞﾝﾔ		日本 にほん		全体 ゼンタイ		-		0.595		117位 イ		0.580		114位 イ		0.569		118位 イ		0.611		106位 イ		0.618		102位 イ		0.584		104位 イ		0.576		102位 イ

						労働力率		0.199		0.799		79位 イ		0.781		79位 イ		0.778		79位 イ		0.770		82位 イ		0.750		83位 イ		0.740		79位 イ		0.730		78位 イ

						同一労働における賃金		0.310		0.696		45位 イ		0.672		52位 イ		0.662		58位 イ		0.650		69位 イ		0.680		53位 イ		0.620		87位 イ		0.600		97位 イ

						勤労所得推定値（PPP US$）		0.221		0.527		103位 イ		0.524		100位 イ		0.514		100位 イ		0.610		75位 イ		0.600		74位 イ		0.570		79位 イ		0.550		80位 イ

						管理的職業従事者等		0.149		0.152		129位 イ		0.142		116位 イ		0.128		113位 イ		0.100		116位 イ		0.120		112位 イ		0.100		106位 イ		0.100		106位 イ

						専門職・技術職		0.121		0.671		108位 イ		0.654		101位 イ		0.629		101位 イ		0.870		81位 イ		0.870		78位 イ		0.850		79位 イ		0.870		73位 イ

				世界
（平均値） セカイ ヘイキンチ		全体 ゼンタイ		-		0.586		-		0.585		-		0.586		-		0.592		-		0.596		-		0.601		-		0.599		-

						労働力率		0.199		0.669		-		0.667		-		0.665		-		0.670		-		0.670		-		0.680		-		0.680		-

						同一労働における賃金		0.310		0.632		-		0.634		-		0.622		-		0.600		-		0.610		-		0.640		-		0.640		-

						勤労所得推定値（PPP US$）		0.221		0.502		-		0.509		-		0.502		-		0.540		-		0.530		-		0.530		-		0.530		-

						管理的職業従事者等		0.149		0.324		-		0.320		-		0.358		-		0.270		-		0.270		-		0.260		-		0.250		-

						専門職・技術職		0.121		0.74		-		0.758		-		0.862		-		0.640		-		0.650		-		0.640		-		0.630		-

		教育分野 ｷｮｳｲｸ		日本 ニホン		全体 ゼンタイ		-		0.994		65位 イ		0.991		74位 イ		0.990		76位 イ		0.988		84位 イ		0.978		93位 イ		0.976		91位 イ		0.987		81位 イ

						識字率		0.191		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ

						初等教育就学率		0.459		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		64位 イ		1.000		-		1.000		-		1.000		1位 イ

						中等教育就学率		0.230		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ		1.000		1位 イ

						高等教育就学率		0.121		0.952		103位 イ		0.926		101位 イ		0.913		103位 イ		0.900		106位 イ		0.900		105位 イ		0.890		98位 イ		0.890		100位 イ

				世界
（平均値） セカイ ヘイキンチ		全体 ゼンタイ		-		0.949		-		0.953		-		0.955		-		0.946		-		0.935		-		0.934		-		0.932		-

						　識字率		0.191		0.876		-		0.883		-		0.897		-		0.890		-		0.870		-		0.870		-		0.870		-

						　初等教育就学率		0.459		0.739		-		0.979		-		0.980		-		0.930		-		0.940		-		0.920		-		0.970		-

						　中等教育就学率		0.230		0.955		-		0.971		-		0.970		-		0.640		-		0.620		-		0.600		-		0.900		-

						　高等教育就学率		0.121		0.928		-		0.938		-		0.930		-		0.920		-		0.880		-		0.870		-		0.880		-

		健康分野 けんこう ﾌﾞﾝﾔ		日本 ニホン		全体 ゼンタイ		-		0.979		41位 イ		0.980		1位 イ		0.979		40位 イ		0.979		42位 イ		0.979		37位 イ		0.979		34位 イ		0.979		34位 イ

						出生時男女比		0.693		0.944		1位 イ		0.944		1位 イ		0.943		95位 イ		0.940		99位 イ		0.940		94位 イ		0.940		93位 イ		0.940		93位 イ

						健康平均寿命		0.307		1.059		57位 イ		1.060		1位 イ		1.060		1位 イ		1.060		1位 イ		1.060		1位 イ		1.060		1位 イ		1.060		1位 イ

				世界
（平均値） セカイ ヘイキンチ		全体 ゼンタイ		-		0.955		-		0.956		-		0.957		-		0.957		-		0.960		-		0.957		-		0.956		-

						出生時男女比		0.693		0.921		-		0.920		-		0.918		-		0.920		-		0.920		-		0.920		-		0.920		-

						健康平均寿命		0.307		1.034		-		1.037		-		1.043		-		1.040		-		1.040		-		1.040		-		1.040		-



GGI各分野ごとの比較



政治分野	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	8.1000000000000003E-2	7.8E-2	0.10299999999999999	0.10299999999999999	5.8000000000000003E-2	0.06	7.0000000000000007E-2	経済分野	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.59499999999999997	0.57999999999999996	0.56899999999999995	0.61099999999999999	0.61799999999999999	0.58399999999999996	0.57599999999999996	教育分野	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.99399999999999999	0.99099999999999999	0.99	0.98799999999999999	0.97799999999999998	0.97599999999999998	0.98699999999999999	健康分野	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.97899999999999998	0.98	0.97899999999999998	0.97899999999999998	0.97899999999999998	0.97899999999999998	0.97899999999999998	







政治分野



全体	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	8.1000000000000003E-2	7.8E-2	0.10299999999999999	0.10299999999999999	5.8000000000000003E-2	0.06	7.0000000000000007E-2	国会議員（衆議院）	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.112	0.10199999999999999	0.105	0.1	0.09	0.09	0.12	閣僚	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.188	0.188	0.28599999999999998	0.28999999999999998	0.13	0.13	0.13	首相等在任期間（過去50年）	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0	0	0	0	0	0	0	







経済分野



全体	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.59499999999999997	0.57999999999999996	0.56899999999999995	0.61099999999999999	0.61799999999999999	0.58399999999999996	0.57599999999999996	労働力率	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.79900000000000004	0.78100000000000003	0.77800000000000002	0.77	0.75	0.74	0.73	同一労働における賃金	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.69599999999999995	0.67200000000000004	0.66200000000000003	0.65	0.68	0.62	0.6	勤労所得推定値（PPP US$）	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.52700000000000002	0.52400000000000002	0.51400000000000001	0.61	0.6	0.56999999999999995	0.55000000000000004	管理的職業従事者等	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.152	0.14199999999999999	0.128	0.1	0.12	0.1	0.1	専門職・技術職	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.67100000000000004	0.65400000000000003	0.629	0.87	0.87	0.85	0.87	







教育分野



全体	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.99399999999999999	0.99099999999999999	0.99	0.98799999999999999	0.97799999999999998	0.97599999999999998	0.98699999999999999	識字率	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	1	1	1	1	1	1	1	初等教育就学率	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	1	1	1	1	1	1	1	中等教育就学率	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	1	1	1	1	1	1	1	高等教育就学率	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.95199999999999996	0.92600000000000005	0.91300000000000003	0.9	0.9	0.89	0.89	







保健分野



全体	

2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.97899999999999998	0.98	0.97899999999999998	0.97899999999999998	0.97899999999999998	0.97899999999999998	0.97899999999999998	出生時男女比	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	0.94399999999999995	0.94399999999999995	0.94299999999999995	0.94	0.94	0.94	0.94	健康平均寿命	2018年	2017年	2016年	2015年	2014年	2013年	2012年	1.0589999999999999	1.06	1.06	1.06	1.06	1.06	1.06	









比較表

		（参考）GGI各分野ごとの比較 サンコウ カクブンヤ ヒカク

								2018年 ﾈﾝ		2017年 ﾈﾝ		差
（2018-2017） ｻ				2016年 ﾈﾝ		2015年 ﾈﾝ		2014年 ﾈﾝ		2013年 ﾈﾝ		2012年 ﾈﾝ

		総合 ｿｳｺﾞｳ		日本 ﾆﾎﾝ		順位 ｼﾞｭﾝｲ		110位 イ		114位 クライ		4位上昇 ｲ じょうしょう				111位 クライ		101位 クライ		104位 ｲ		105位 クライ		101位 ｲ						※赤字が未更新 アカジ ミコウシン

						値 ｱﾀｲ		0.662		0.657		0.005				0.660		0.670		0.658		0.650		0.653

		経済分野 ｹｲｻﾞｲ ﾌﾞﾝﾔ		日本 ﾆﾎﾝ		順位 ｼﾞｭﾝｲ		117位 イ		114位 くらい		3位低下 ｲ ていか				118位 くらい		106位 くらい		102位 ｲ		104位 くらい		102位 ｲ

						値 ｱﾀｲ		0.595		0.580		0.015				0.569		0.611		0.618		0.584		0.576

				世界平均値 ｾｶｲ ﾍｲｷﾝ ｱﾀｲ				0.586		0.585		0.001				0.586		0.592		0.596		0.601		0.599

		教育分野 ｷｮｳｲｸ		日本 ﾆﾎﾝ		順位 ｼﾞｭﾝｲ		65位 くらい		74位 くらい		9位上昇 イ ジョウショウ				76位 くらい		84位 くらい		93位 ｲ		91位 くらい		81位 ｲ

						値 ｱﾀｲ		0.994		0.991		0.003				0.990		0.988		0.978		0.976		0.987

				世界平均値 ｾｶｲ ﾍｲｷﾝ ｱﾀｲ				0.949		0.953		(0.004)				0.955		0.946		0.935		0.934		0.932

		健康分野 けんこう ﾌﾞﾝﾔ		日本 ﾆﾎﾝ		順位 ｼﾞｭﾝｲ		41位 ｲ		1位 ｲ		40位低下 イ テイカ				40位 ｲ		42位 ｲ		37位 ｲ		34位 ｲ		34位 ｲ

						値 ｱﾀｲ		0.979		0.980		▲ 0.001				0.979		0.979		0.979		0.979		0.979

				世界平均値 ｾｶｲ ﾍｲｷﾝ ｱﾀｲ				0.955		0.956		(0.001)				0.957		0.957		0.960		0.957		0.956

		政治分野 ｾｲｼﾞ		日本 ﾆﾎﾝ		順位 ｼﾞｭﾝｲ		125位 クライ		123位 クライ		2位上昇 ｲ じょうしょう				103位 クライ		104位 クライ		129位 ｲ		118位 クライ		110位 ｲ

						値 ｱﾀｲ		0.081		0.078		0.003				0.103		0.103		0.058		0.060		0.070

				世界平均値 ｾｶｲ ﾍｲｷﾝ ｱﾀｲ				0.223		0.227		(0.004)				0.233		0.230		0.214		0.211		0.195





比較グラフ

						Economic Participation 
and Opportunity		Education Attainment		Political
Empowerment		Health and Survival

						経済参画 ｹｲｻﾞｲ さんかく		教育 ｷｮｳｲｸ		政治分野 ｾｲｼﾞ ﾌﾞﾝﾔ		健康分野 けんこう ﾌﾞﾝﾔ

		Iceland
1/153		アイスランド
1位/153か国 い		0.839		0.999		0.701		0.968

		Japan
121/153		日本
121位/153か国 ﾆﾎﾝ い こく		0.598		0.983		0.049		0.979

		average		平均 ﾍｲｷﾝ		0.582		0.954		0.239		0.958																														順位		国名		値

																																										1		アイスランド		0.877

																																										2		ノルウェー		0.842

																																										3		フィンランド		0.832

																																										4		スウェーデン		0.82

																																										5		ニカラグア		0.804

																																										6		ニュージーランド		0.799

																																										7		アイルランド		0.798

																																										8		スペイン		0.795

																																										9		ルワンダ		0.791



																																										10		ドイツ		0.787



																																										15		フランス		0.781



																																										21		イギリス		0.767



																																										53		アメリカ		0.724



																																										106		中国		0.676



																																										108		韓国		0.672



																																										120		アラブ首長国連邦 シュチョウ コク レンポウ		0.655

				Economic Participation 
and Opportunity		Education Attainment		Political
Empowerment		Health and Survival

		Iceland
1/153		0.839		0.999		0.701		0.968																																121		日本		0.652

		Japan
121/153		0.598		0.983		0.049		0.979

		average		0.582		0.954		0.239		0.958																																122		クウェート		0.650



アイスランド
1位/153か国	経済参画	教育	政治分野	健康分野	0.83899999999999997	0.999	0.70099999999999996	0.96799999999999997	日本
121位/153か国	経済参画	教育	政治分野	健康分野	0.59799999999999998	0.98299999999999998	4.9000000000000002E-2	0.97899999999999998	平均	経済参画	教育	政治分野	健康分野	0.58199999999999996	0.95399999999999996	0.23899999999999999	0.95799999999999996	





Iceland
1/153	Economic Participation 
and Opportunity	Education Attainment	Political
Empowerment	Health and Survival	0.83899999999999997	0.999	0.70099999999999996	0.96799999999999997	Japan
121/153	Economic Participation 
and Opportunity	Education Attainment	Political
Empowerment	Health and Survival	0.59799999999999998	0.98299999999999998	4.9000000000000002E-2	0.97899999999999998	average	Economic Participation 
and Opportunity	Education Attainment	Political
Empowerment	Health and Survival	0.58199999999999996	0.95399999999999996	0.23899999999999999	0.95799999999999996	





アイスランド
1位/153か国	経済参画	教育	政治分野	健康分野	0.83899999999999997	0.999	0.70099999999999996	0.96799999999999997	日本
121位/153か国	経済参画	教育	政治分野	健康分野	0.59799999999999998	0.98299999999999998	4.9000000000000002E-2	0.97899999999999998	平均	経済参画	教育	政治分野	健康分野	0.58199999999999996	0.95399999999999996	0.23899999999999999	0.95799999999999996	
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第１分野 政策・方針決定過程への女性の参画拡大

第２分野 雇用分野、仕事と生活の調和

【ポイント】
〇政党に対し、政治分野における男女共同参画の推進に関する法律
の趣旨に沿って女性候補者の割合を高めることを要請

〇地方議会における取組の要請（議員活動と家庭生活との両立、
ハラスメント防止）

〇最高裁判事も含む裁判官全体に占める女性の割合を高めるよう裁判所
等の関係方面に要請

【ポイント】
〇男性の育児休業取得率の向上
〇就活セクハラの防止

第３分野 地域

第４分野 科学技術・学術

【ポイント】
〇地域活動における女性の活躍・男女共同参画が重要
〇固定的な性別役割分担意識等を背景に、若い女性の大都市圏への
流出が増大。地域経済にとっても男女共同参画が不可欠

〇地域における女性デジタル人材の育成など学び直しを推進
〇女性農林水産業者の活躍推進

【ポイント】
〇若手研究者ポストや研究費採択で、育児等による研究中断に配慮
した応募要件
〇女子生徒の理工系進路選択の促進

（参考）
・衆議院の女性議員比率 9.9％、参議院の女性議員比率22.9％

（出典）衆議院ＨＰ、参議院ＨＰより内閣府確認

・裁判官に占める女性割合 22.６％、女性最高裁判事 15名中２名
（出典）内閣府男女共同参画局「女性の政策・方針決定参画状況調べ」（2020）

・国家公務員の各役職段階に占める女性の割合
指定職相当 4.4％、本省課室長相当職 5.9％

（出典）内閣人事局「女性国家公務員の登用状況のフォローアップ」（2020）

（参考）民間企業における男性の育児休業取得率

（参考）研究職・技術職に占める女性の割合

男性
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イギリス
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（％） 女性ノーベル賞受賞者数
（自然科学分野）

アメリカ ９名

欧州 10名

その他（※） ４名

日本 ０名
※イスラエル、オーストラリア、中国、カナダ

（参考）地域における10代～20代女性の人口に対する転出超過数の割合

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」、「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」

により内閣府で算出。

（参考）東証一部上場企業役員に占める女性の割合

女性

（目標）
（目標）

（目標）
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第６分野 貧困等生活上の困難に対する支援と多様性の尊重

【ポイント】
〇ひとり親家庭への養育費の支払い確保
〇高齢者、障害者、外国人等が安心して暮らせる環境の整備

第７分野 生涯を通じた健康支援

第８分野 防災・復興等

【ポイント】
〇不妊治療の保険適用の実現。それまでの間、現行の助成制度の大
幅な拡大。仕事との両立環境の整備

〇緊急避妊薬について検討
〇「スポーツ団体ガバナンスコード」に基づく各中央競技団体における女性
理事の目標割合（40％）の達成に向けた取組

（参考）ひとり親家庭が置かれた状況

【ポイント】
〇女性の視点からの防災・復興ガイドラインに基づく取組の浸透、
地方公共団体との連携

およそ30年間で、母子世帯は約1.5倍、父子世帯は約1.1倍
母子世帯数（注） １２３．２万世帯 （ひとり親世帯の約87％）
父子世帯数（注） １８．７万世帯 （ひとり親世帯の約13％）

（注）母子又は父子以外の同居者がいる世帯を含めた全体の母子世帯、父子世帯の数

第５分野 女性に対するあらゆる暴力の根絶

【ポイント】
〇「性犯罪・性暴力対策の強化の方針」に基づき、今後３年間を「集
中強化期間」として取組を推進

〇「生命（いのち）を大切にする」「性暴力の加害者にならない」「被害者に
ならない」「傍観者にならない」ことを教える教育

〇新型コロナウイルス感染症に対応するため、DV相談支援体制を強化

（参考）コロナ禍によるDV・性暴力の相談件数の増加
・DV：５月、６月は前年同月の1.6倍
・性暴力：４～９月は前年同期の1.2倍

（参考）ガイドラインの主な内容
□ 避難所の責任者には男女両方を配置する
□ プライバシーの十分に確保された間仕切りを用いる
□ 男女別の更衣室や、授乳室を設ける
□ 女性用品（生理用品、下着等）は女性担当者が配布を行う
□ 女性トイレと男性トイレは離れた場所に設置する
□ 性暴力・DV防止ポスターを、避難所の見やすい場所に掲示する
□ 自治体の災害対策本部において、下部組織に必ず男女共同参画

担当部局の職員を配置する

（参考）不妊の検査や治療を受けたことがある夫婦の割合

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「社会保障・人口問題基本調査」（各年版）

（注）妻の年齢が50歳未満の初婚どうしの夫婦を対象（回答者は妻）に調査

（年）

約5.5組
に1組

約2.9組
に1組

不妊を心配したことがある

不妊の検査や治療を
受けたことがある
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第９分野 各種制度等の整備

【ポイント】
〇税制や社会保障制度をはじめとする社会制度全般について、経済
社会情勢を踏まえて不断に見直し

〇各種制度において給付と負担が世帯単位から個人単位になるよう、
マイナンバーも活用しつつ、見直しを検討

〇第３号被保険者については、縮小する方向で検討

〇旧姓の通称使用拡大
〇夫婦の氏に関する具体的な制度の在り方に関し、国会における議論の
動向を注視しながら、司法の判断も踏まえ、更なる検討を進める

第10分野 教育・メディア等を通じた意識改革、理解の促進

【ポイント】
〇校長・教頭への女性の登用
〇医学部入試について、男女別合格率の開示促進

第11分野 男女共同参画に関する国際的な協調及び貢献

Ⅳ 推進体制の強化

【ポイント】
〇我が国が国際会議の議長国となる場合、ジェンダー平等を全ての大臣会
合においてアジェンダとして取り上げる

【ポイント】
〇EBPMの観点を踏まえ、計画中間年（令和５年度目途）における点
検・評価を実施

〇男女共同参画の推進に当たっては、若年層を含め国民の幅広い意見を
反映

〇地域における男女共同参画センターの機能強化

25

20

10

（参考）初等中等教育機関における管理職の割合

13.1

＜初等中等教育機関における教員＞

副校長・教頭

校長

総数 割合
男性 455,637 50.6%
女性 444,442 49.4%
合計 900,079 100%

1.6% 2.8% 0.3%

男性の方が
非常に優遇
されている

どちらかといえば
男性の方が優
遇されている

平等 わからない

どちらかといえば
女性の方が優
遇されている

女性の方が
非常に優遇
されている

（参考）社会全体における男女の地位の平等感

男性の方が優遇されて
いる（小計）74.1％

女性の方が優遇されて
いる（小計）3.1％

（出典）内閣府「令和元年男女共同参画社会に関する世論調査」

15

（％）

（参考）選択的夫婦別氏制度に関する調査結果

夫婦は必ず、同じ名字（姓）
を名乗るべきであり、法律を改
める必要はない

法律を改めても
かまわない

夫婦は必ず同じ名字（姓）を
名乗るべきだが、婚姻前の氏を
通称として使えるように法律を
改めることはかまわない

わからない

（出典）内閣府「家族の法制に関する世論調査（2017年）」

（目標）

（目標）

12



3729 3737

3698
3687

3675

3708

3677

3004 3000

2930

2971

3000

2970

2920

2960

3000

3040

3080

3120

3600

3640

3680

3720

3760

3800

9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8 9

コロナ下の女性の就業への影響

・就業者数は、男女とも2020年４月に大幅に減少。特に女性の減少幅が大きい。（男性：39万人減、女性：70万人減）

年平均では、男女とも24万人の減少となった。

・女性は男性に比べて非正規雇用労働者の割合が高く、特に、宿泊、飲食業」「生活、娯楽業」「卸売、小売業」
「医療、福祉」の割合が高い。
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産業計 製造 卸売，小売宿泊，飲食生活，娯楽医療，福祉

産業別雇用者の男女別・雇用形態別の割合
（2020年）

（総務省「労働力調査」より作成。原数値。棒グラフの数値は万人。）

女性役員
・正規
雇用

女性
非正規
雇用

男性
非正規
雇用

男性役員
・正規
雇用

21%

24%

11%

44%

15%

14%

10%

61%

11%

53%

19%

17%

44%

33%

5%

18%

22%

38%

16%

25%

就業者数の推移

（総務省「労働力調査」より作成。季節調整値。）

産業計 製造 卸売,小売 宿泊,飲食 生活,娯楽 医療,福祉

13

18%

34%

12%

36%

2019年平均 2020年平均

6,724 万人（＋60）
男性 3,733（＋16）
女性 2,992（＋46）

6,676 万人（▲48）
男性 3,709（▲24）
女性 2,968（▲24）

男性
（左目盛）

女性
（右目盛）

▲39

▲70

2019年 2020年 2021年

（万人） （万人）



女性に対する暴力等の現状

41,384 
51,141 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

性犯罪・性暴力
被害者のためのワンストップ支援センターの
相談件数は前年度の約1.2倍

件

令和元年度
（コロナ感染拡大前）

令和２年度

119,276 

190,030 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

DV（配偶者暴力）
相談件数は前年度の約1.6倍

令和元年度
（コロナ感染拡大前）

令和２年度

自殺者数：女性の自殺が大幅に増加

2019年合計 2020年合計

20,169 人

男性14,078
女性 6,091

21,081 人（＋912）
男性14,055（▲23）
女性 7,026（＋935）

2020年1～9月 2021年1～9月

15,263 人

男性 10,368
女性 4,895

15,984 人（＋721）
男性 10,620（+252）
女性 5,364（＋469）
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Ⅰ コロナ対策の中心に女性を

（１）雇用・労働：女性デジタル人材、ひとり親の職業支援
○女性デジタル人材育成の推進
・女性のデジタル技能の学び直し・教育訓練や再就職・転職の支援等
を地域女性活躍推進交付金により支援

○ひとり親に対する職業訓練
・高等職業訓練促進給付金の支援対象の拡充や訓練費用の在り方など
を総合的に検討し、中長期的な自立につながる支援策を強化

（２）困難や不安を抱える女性への支援
○女性に寄り添ったアウトリーチ型相談支援等の推進
○若い女性（10代後半から20代前半）に対する官民連携での支援体制強化
〇妊産婦への支援

（３）「生理の貧困」への支援
・経済的な理由で生理用品を購入できない女性の問題が顕在化
・地方公共団体が相談支援の一環として行う生理用品の提供を、地域女性
活躍推進交付金により支援。その際、「生理の貧困」にある女性の背景や
事情に丁寧に向き合い、寄り添った相談支援を充実

・学校、ハローワーク、福祉事務所等における生理用品の提供に
関する積極的な協力や関係部局の連携等

・横展開に資するよう、各地方公共団体における取組の情報提供を開始

（４）その他
・コロナの影響の根底にある男女間の賃金格差も含めた経済的格差の
要因分析と対応策について、男女共同参画会議において検討

女性活躍・男女共同参画の重点方針2021 説明資料

・男女共同参画は、日本政府の重要かつ確固たる方針、
国際社会で共有された規範

・コロナの感染拡大が長引く中、我が国では、特に女性に
強く影響が表れている

・コロナ対策において女性に最大限配慮するとともに、
構造的な問題にも取り組む必要

→令和２年末に閣議決定した「第５次男女共同参画基本
計画」を着実に実行するため、

・５次計画に既に掲げられた具体的な取組を着実に実施
・政府全体として、５次計画に盛り込まれた取組の更なる
具体化や、新たな取組により、３年度及び４年度に
重点的に取り組むべき事項を定める

41,384 
51,141 

0

20,000

40,000

60,000

性犯罪・性暴力
被害者のためのワンストップ支援センター
の相談件数は前年度の約1.2倍

119,276 

190,030 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

件

自殺者数：女性の自殺が大幅に増加

DV（配偶者暴力）
相談件数は前年度の約1.6倍 件

女性非正規雇用者数（前年同月差）
：大幅に減少

2019年合計 2020年合計

20,169 人

男性14,078
女性 6,091

21,081 人（＋912）

男性14,055（▲23）
女性 7,026（＋935）

令和元年度
（コロナ感染拡大前）

令和元年度
（コロナ感染拡大前）令和２年度 令和２年度

令和3年6月16日
すべての女性が輝く社会づくり本部・
男女共同参画推進本部決定
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Ⅱ 女性の登用目標達成にむけて ～「第５次男女共同参画基本計画」の着実な実行～

（１）政治・行政分野
○各府省所管の独立行政法人等における女性の登用促進
・各機関における役員や管理職に占める女性割合等について
毎年度調査を実施し「見える化」を行う

（２）経済分野：企業、商工会、商工会議所、公共調達

○企業における女性の登用・採用拡大
・令和４年度から改正女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策
定義務対象企業が常用労働者101人以上に拡大されることを踏まえ、
中小企業への相談対応や計画策定へのアドバイス、支援を行う
専門家の養成等を実施

・女性等の管理職への登用等における多様性の確保についての
考え方・目標設定・情報開示等を盛り込んだ
コーポレートガバナンス・コードの再改訂を公表するとともに、
令和３年度以降フォローアップを実施

○全国の商工会、商工会議所における取組
・役員の種別ごとに女性割合の「見える化」

○公共調達の活用による女性の活躍促進
・独立行政法人等における標準的な加点割合を含む加点評価に
関する方針の策定状況について、新たに調査を行い、
その結果も踏まえ、国の機関及び独法等の加点割合の引上げを要請

・女性活躍を推進する企業の受注機会の増大に向けて「女性の活躍
推進に向けた公共調達及び補助金の活用に関する実施要領」を改正

（３）地域における女性の参画拡大：農業委員、農協役員等

○農業委員や農業協同組合役員等への女性登用の推進
・女性役員がゼロである101の農業協同組合に対する働きかけ
・各農協の目標・具体的取組の策定状況、役員登用実績の調査、公表

○農林水産業における女性の活躍の推進
・農村における固定的な性別役割分担意識の解消

○自治会長に占める女性の割合向上への取組の加速

項目 現状 成果目標

民間企業の雇用者の各役職
段階に占める女性の割合

係長相当職 21.3%
課長相当職 11.5%
部長相当職 8.5%
（いずれも2020年）

係長相当職 30%
課長相当職 18%
部長相当職 12%
（いずれも2025年）

東証一部上場企業役員に占
める女性の割合 ー 12%

（2022年）

起業家に占める女性の割合 27.7%
（2017年）

30%以上
（2025年）

※表は「第５次男女共同参画基本計画」における成果目標

項目 現状 成果目標

農業委員のうち女性委員が登
用されていない組織

254/1,702
（2020年度）

0
（2025年度）

農業委員に占める女性の割合 12.3%
（2020年度）

20%（早期）、更に
30%を目指す（2025

年度）

自治会長に占める女性の割合 6.1%
（2020年度）

10%
（2025年度）
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（４）防災分野：地方防災会議、消防団等

○地方防災会議における女性登用の加速
・地域の防災活動に取り組む女性リーダーの先進取組事例を
令和３年度に取りまとめ、全国展開

・全国の女性防災士のネットワークづくり

○防災・危機管理部局や消防本部・消防団等への女性の参画拡大
・女性消防吏員の消防本部ごとの数値目標設定による計画的な増員、
ソフト・ハード両面での環境整備等の取組の要請

（５）科学技術・学術分野：大学教授等

○教授等への女性の登用の加速
・大学や国の研究開発法人も含めた研究機関が、学長、副学長、理事や教授等の
女性割合に係る目標と登用のための具体的取組を定めるよう要請

・私立大学等経常費補助金をはじめ、大学への資源配分において、学長、副学長
及び教授における女性登用に対してのインセンティブ付与を検討

（６）教育分野：校長、教育委員会等

○校長等への女性の登用の加速
・事業主行動計画等において、校長、副校長、教頭それぞれの女性割合の

目標と登用のための具体的取組を速やかに定めるよう、
教育委員会・学校法人に促し、その内容を国民にわかりやすく見える化

・管理職選考試験の受験要件見直し、昇任研修に参加しやすい環境整備

○教育委員会等における女性登用の推進
・女性教育委員のいない64教育委員会について、その要因を調査検討し、

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の趣旨を踏まえた登用を促進

（７）国際分野：大使等

・省内公募の活用、管理職や管理職候補への中途採用や民間登用の推進等

（８）その他
・積極的改善措置の在り方に関し、幅広い分野におけるクオータ制

の適用等を含め男女共同参画会議において検討

項目 現状 成果目標

在外公館の各
役職段階に占
める女性の割
合

公使、参事官以上 7.7％
特命全権大使、総領事 5.4％
（いずれも2021年4月）

公使、参事官以上 10％
特命全権大使、総領事 8％

（いずれも2025年）

項目 現状 成果目標

都道府県防災会議の委員に占
める女性の割合

16.1％
（2020年）

30％
（2025年）

市区町村防災会議の委員に占める女性の割合

女性委員が登用されて
いない組織数

348/1,741
（2020年）

0
（2025年）

委員に占める女性の割
合

8.8％
（2020年）

15％（早期）、更に
30％を目指す（2025年）

Ⅱ 女性の登用目標達成にむけて ～「第５次男女共同参画基本計画」の着実な実行～

※表は「第５次男女共同参画基本計画」における成果目標
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（１）女性に対するあらゆる暴力の根絶
「性犯罪・性暴力対策の強化の方針」の「集中強化期間」の最終
年度である令和４年度に向けて、以下のような取組を強化

○性犯罪・性暴力対策の強化
・ワンストップ支援センターにおける相談員の処遇改善
・生命（いのち）の安全教育の令和５年度全国展開に向けた取組
・教育・保育施設等や子供が活動する場において、行政機関の保有情報
の集約・活用により、子供をわいせつ行為から守る環境整備を進める

・インターネット上の性的な暴力に対し、民間ネットパトロールとも
連携し速やかに削除要請、児童ポルノ等の根絶

〇配偶者等からの暴力への対策の強化
・配偶者暴力防止法の見直しに向けた検討
・加害者プログラムの基礎的なガイドラインを令和３年度内に策定

（２）女性の生理と妊娠等に関する健康
・不妊治療への保険適用を令和４年度当初から実施
・「不妊予防支援パッケージ」（仮称）を早急に策定
・児童生徒を始め誰もが生理などの体の悩みを気兼ねなく産婦人科等に
相談できる環境の整備

・フェムテック製品・サービスの利活用を促す仕組み作りを
令和３年度から支援

・緊急避妊薬を処方箋なしに薬局で適切に利用できるようにすることに
ついて、令和３年度中に「医療用から要指導・一般用への転用に関する
評価検討会議」で検討を開始し、国内外の状況等を踏まえ検討を進める

（３）スポーツ分野における男女共同参画
・スポーツ推薦入試などの際、合理的理由がある場合を除き、性別等の

属性を理由として一律に取扱いの差異を設けないよう促す
・女性競技者に対する男性指導者等からのセクハラ・性犯罪防止
・性的意図を持つ写真・動画の撮影・流布によるハラスメントの防止

（４）男女ともに仕事と子育て等を両立できる環境の整備
・いわゆる「取るだけ育休」とならないよう両親学級等の機会の確保
・仕事と子育て等の両立を阻害する身近な慣行への対応
・選択的週休３日制を導入しやすい環境整備

（５）ジェンダー平等に関する社会全体の機運の醸成
・東京2020大会におけるジェンダー平等のムーブメントを継承し、固定的

な性別役割分担意識や無意識の思い込みの解消に向けた取組を強化

（６）女性の直面する困難への対応と各種制度の整備等

Ⅲ 女性が尊厳と誇りを持って生きられる社会の実現

18



経済財政運営と改革の基本方針2021（骨太の方針）抜粋

第２章 次なる時代をリードする新たな成長の源泉～４つの原動力と基盤づくり～
５．４つの原動力を支える基盤づくり
（２）女性の活躍

今般の感染症の拡大によって顕在化した配偶者等からの暴力や性暴力の増加・深刻化の懸念や女性の雇用・所得
への影響、女性の自殺者の増加等は、男女共同参画の重要性を改めて認識させることとなった。支援を必要とする
女性が誰一人取り残されることのないよう、今ほど男女共同参画の視点が求められている時代もない。
全ての女性が輝く令和の社会を実現するために、「第５次男女共同参画基本計画」88及び「女性活躍・男女共同

参画の重点方針2021」89に基づき、女性デジタル人材育成、ひとり親に対する職業訓練、「生理の貧困」への支援
など女性に寄り添った相談支援、フェムテック90の推進、妊産婦や困難を抱える女性への支援といったコロナ禍で
大きな影響を受けている女性への支援、養育費の不払い解消、女性の登用・採用の拡大を含めた幅広い分野におけ
る政策・方針決定過程への女性の参画拡大、女性の視点も踏まえた税制や社会保障制度等の検討91、性に関する教
育、性犯罪・性暴力対策の強化などの取組を推進する。また、緊急避妊薬を処方箋なしに薬局で適切に利用できる
ようにすることについて、本年度中に検討を開始し、国内外の状況等を踏まえ、検討を進める。感染症に伴う配偶
者等からの暴力の増加、深刻化の懸念を踏まえ、相談体制の充実などの取組を引き続き推進する。また、非正規雇
用労働者に女性が多いことを踏まえ、非正規雇用労働者の待遇改善を図るとともに、出産後に女性の正規雇用比率
が低下するいわゆるＬ字カーブの解消に向け、女性の正規化への重点的な支援、男性の育児休業取得促進を図る。
さらに、安全・安心な親子の面会交流のための具体策の検討を進める。
ＩＴ分野を始めとした理工系分野において、特に女性の身近なロールモデルを創出するとともに、本分野の女性

教員の割合を向上する取組を進める。学校推薦型選抜や総合型選抜に女子を対象とする枠の設定やオープンキャン
パスの実施、女子学生向けのＳＴＥＡＭ 教育拠点の整備、理系分野で優れた業績を残している女性研究者の話を聞
くことができる機会の充実等の総合的な支援策を講ずることにより、地方大学を含めた理工系学部における女子学
生の割合の向上を促す92。
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88 令和２年12月25日閣議決定。
89 令和３年６月16日すべての女性が輝く社会づくり本部・男女共同参画推進本部決定。
90 フェムテックとはFemale（女性）とTechnology（技術）からなる造語であり、生理や更年期などの女性特有の悩みについて、先進的な技術を用いた製品・サービスにより対応するもの。
91 女性活躍・男女共同参画の重点方針2021参照。
92 例えば、名古屋工業大学のように学校推薦型選抜に女子枠を設けたり、東京大学のように女子向けの住まいの提供を支援する動きがある。また、奈良女子大学では国内の女子大初の工学

部を設置する動きがある。

令和3年6月18日
閣 議 決 定



【調査結果】
・「生理の貧困」に係る取組を実施している（実施した・実施を検討している）ことを今回把握した地方公共団体の数は581団体。
※前回調査（第１回調査 2021年５月19日時点）で把握した地方公共団体の数は255団体。

・調達元としては、防災備蓄が最も多く、次いで予算措置（予備費の活用も含む。）、企業や住民等からの寄付が多い。
社会福祉協議会や教育委員会と連携して取組を実施している例、民間事業者と協定を締結して無料のナプキンディスペンサー
を設置することで継続的に支援を行う仕組みを構築している例もある。

●調査方法
・各道府県に対し、2021年７月20日時点の「生理の貧困」に関する道府県及び管内市町村の取組状況について照会し、把握している情報を回答いただき掲載。
東京都については、東京都の取組及び内閣府男女共同参画局において把握した都内市区町村の取組を掲載。
※１ 「検討中」等と回答した場合も含む。また、配布等の取組を終了している場合も含む。
※２ 各市区町村の最新の情報がすべて把握されているものではない。
※３ 市区町村の取組に加え、都道府県が実施主体となる取組を含む。（例：県所管施設や県立学校等における配布、県が調達した生理用品を管内市町村に配分し配布等）
※４ 本調査の取組とは別に、地域女性活躍推進交付金を活用した取組が76の地方公共団体で行われている（交付決定ベース）。

＜参照＞地域女性活躍推進交付金（つながりサポート型）に係る第１回公募結果について https://www.gender.go.jp/policy/chihou_renkei/kofukin/r03/01.html

また、地域子供の未来応援交付金等を活用して取組を行っている地方公共団体もある。

令和３年８月３日

「生理の貧困」に係る地方公共団体の取組（第２回調査 2021年７月20日時点）概要

※各都道府県の実施割合は、各都道府県内で「生理の貧困」に係る取組を実施している地方公共団体数を、管内市区町村数＋１で除して算出（市区町村数は、2021年７月20日時点）。
※実施主体に都道府県を含む場合、都道府県名は緑色に着色している。 20
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各府省の後援名義に関する規程の改正について

21

「内閣府の後援等名義に関する規程」（令和３年９月16日改正・施行）（抄）
（審査基準）
第３条 後援等名義の使用は、次に掲げる基準を満たすと認められる行事等について、これを承認することができる。この場
合において、いやしくも内閣府の信用を失墜させることのないよう十分配意しなければならない。
（１） ［略］
（２）行事等の内容に関する基準
行事等の内容が、次のアからキまでに適合するものであること。
［ア～カ 略］
キ 行事等の登壇者や発言者等が２人以上いる場合、その性別に偏りがないよう努められているものであること。

Ⅲ 女性が尊厳と誇りを持って生きられる社会の実現
（５）ジェンダー平等に関する社会全体の機運の醸成
○政府が主催・後援する行事等への男女共同参画の視点の反映
政府が主催又は後援するシンポジウムや各種行事において、登壇者や発言者等の性別に偏りがないよう努める
こととする。その際、各府省において、後援等名義に関する規程等に明記するとともに、地方公共団体に対し
て、各地方公共団体が主催・後援する行事等への男女共同参画の視点の反映について要請を行う。【各府省】

「女性活躍・男女共同参画の重点方針2021」（抄）
（令和３年６月16日政府決定）

国の取組

全ての府省の後援名義に関する規程について、令和３年10月１日までに改正・施行済。

⇒各府省が後援するシンポジウム等において、男性ばかり、女性ばかりの登壇者等と
なることは無くなった



コロナ下の女性への強い影響

３要素が相互に強化しあい、ますますジェンダー不平等に

（例）
・固定的役割分担意識
・無意識の思い込み
（アンコンシャス・バイアス）

（例）
・非正規雇用者をめぐる問題
・長時間労働
・企業の配偶者手当

ジェンダー不平等の悪循環（イメージ）

慣行

意識

（例）
・民法（夫婦同氏）
・税・社会保障制度（配偶者控除・
第３号被保険者制度）

制度
DV（配偶者暴力）

指導的地位にある女性の少なさ

男女間の賃金格差
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日本人の年齢構造と国会議員の年齢構造共働き世帯数と専業主婦世帯数の推移
• 雇用者の共働き世帯は増加傾向。
• 男性雇用者と無業の妻から成る世帯（いわゆるサラリーマンの夫と専業主婦の世帯）は減少傾向。2020年では、夫婦のいる世帯

全体の23％となっている。

[万世帯]

雇用者の共働き世帯

男性雇用者と
無業の妻から成る世帯

（出典）総務省「労働力調査(詳細集計)」より内閣府男女共同参画局作成。

（備考） 「雇用者の共働き世帯」とは，夫婦共に非農林業雇用者（非正規の職員・従業員を含む）かつ64歳以下の世帯。 「男性雇用者と無業の妻から成る世帯」とは，夫が非農林業

雇用者で，妻が非就業者（非労働力人口及び失業者）かつ64歳以下の世帯。平成22年及び23年の値（白抜き表示）は，岩手県，宮城県及び福島県を除く全国の結果。

「夫婦のいる世帯」は、夫又は妻に農業・林業就業者や自営業者などを含み、かつ、妻が64歳以下の世帯。
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24

夫の所得階級別の妻の有業率

・30代の夫の所得階級別に見ると、夫の所得階級が高くなるほど妻の有業率が低くなる（いわゆる専業主婦が
多くなる）傾向。

（％）

（出典）総務省「就業構造基本調査（2017年）」より内閣府男女共同参画局作成。
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日本人の年齢構造と国会議員の年齢構造既婚女性の最終学歴と本人の所得の関係
・高校卒業者の約８割、専門学校・短大・高専卒業者の約７割は、所得が200万円未満。
・大学・大学院卒業者で所得が200万円未満の割合は、35歳以上では約６割。
・女性の経済的エンパワーメント（経済的に自立する力）が課題。

7.3%10.8%8.5%7.7% 18.9%15.1% 15.1% 36.9% 30.4% 30.8% 24.9 %16.9%

（備考）１．総務省「就業構造基本調査（2017年）」より内閣府男女共同参画局作成。
２．無業者には1987年以前に前職を辞め現在も無業の者は含まれないため、実際には、2017年時点で50歳代以上の者は無業者がより多い可能性がある。
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200～299万円

100～199万円

100万円未満

無業者
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日本人の年齢構造と国会議員の年齢構造既婚女性の所得の分布（大学・大学院卒）

（備考）１．総務省「就業構造基本調査（2017年）」より内閣府男女共同参画局作成。
２．無業者には1987年以前に前職を辞め現在も無業の者は含まれないため、実際には、2017年時点で50歳代以上の者は無業者がより多い可能性がある。

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳

大学・大学院
1000万円以上

700～999万円

600～699万円

500～599万円

400～499万円

300～399万円

200～299万円

100～199万円

100万円未満

無業者

約60％ 約60％ 約70％
約50％
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Ｐ25のグラフを拡大

※年収200万円
未満の割合



離婚・再婚の動向
・離婚件数は、1960年代と比較して大幅に増加。
・全婚姻件数に占める再婚件数の割合は、1970年代以降、上昇傾向。
近年は、婚姻の約４件に１件が再婚となっている

（厚生労働省「人口動態統計」より作成。） 27
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結婚・離婚・再婚件数の年次推移
※再婚件数：夫婦とも再婚又はどちらか一方が再婚

年

（万件）

婚姻件数

再婚件数

離婚件数

（％）

全婚姻件数に占める
再婚件数の割合



1.9 

28.8 48.4 19.4 1.3 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

離婚等

20歳未満 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

45.7 22.7 14.6 8.9 5.7 2.3 

0.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

離婚等

0～2 歳 3～5 歳 6～8 歳 9～11歳 12～14歳 15～17歳 18･19歳
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総数 ： 1,709
平均年齢 ： 33.4歳

（備考）１．厚生労働省「平成28年度全国ひとり親世帯等調査」より内閣府男女共同参画局作成。
２．母子世帯は、父のいない児童（満20歳未満の子どもであって、未婚のもの）がその母によって養育されている世帯。

父子世帯は、母のいない児童がその父によって養育されている世帯。
３．「離婚等」は、「平成28年度全国ひとり親世帯等調査」において「生別」と定義されているもので、離婚、未婚の母、遺棄、行方不明、その他の合計。
４．母の年齢階級別の割合は、母子世帯になった時の母親の年齢が不詳の世帯数を除いた世帯数を総数として算出した割合。
５．末子の年齢階級別の割合は、母子世帯になった時の末子の年齢が不詳の世帯数を除いた世帯数を総数として算出した割合。

〇母の年齢階級別状況

離婚等で母子世帯になった時の母及び末子の年齢
・母子世帯になった時の母の年齢を見ると、 30代が約５割（48.4％）であり、次いで20代（28.8％）、40代（19.4％）となっている。
・末子が５歳以下で母子世帯になった割合が、全体の７割近くを占めている。

総数 ： 1,627
平均年齢 ： 4.3歳

〇末子の年齢階級別状況
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ひとり親世帯の状況

およそ30年間で、母子世帯は約1.5倍、父子世帯は約1.1倍
母子世帯数（注） 84.9万世帯 １２３．２万世帯 （ひとり親世帯の86.8％）
父子世帯数（注） 17.3万世帯 １８．７万世帯 （ひとり親世帯の13.2％）

（昭和63（1988）年） （平成28（2016）年）

【出典】母子世帯及び父子世帯は厚生労働省「全国ひとり親世帯等調査（平成28年度）」
一般世帯は総務省「労働力調査（平成28年）15～64歳」、国税庁「民間給与実態統計調査（平成28年）」

（※）母子世帯及び父子世帯の正規／非正規の構成割合は
「正規の職員・従業員」及び「非正規の職員・従業員」（「派遣社員」「パート・アルバイト等」の計）の合計を総数として算出した割合

【参考】児童のいる世帯数は1166.6万世帯（平成28（2016）年））〔出典：厚生労働省「国民生活基礎調査」〕

（注） 母子又は父子以外の同居者がいる世帯を含めた全体の母子世帯、父子世帯の数
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・ひとり親世帯（※）の約半数は、等価可処分所得が貧困線以下となっている。
※ 子どもがいる現役世帯のうち大人が一人の世帯

（備考）厚生労働省「国民生活基礎調査」より内閣府男女共同参画局作成。2015年の数値は熊本県を除いたもの。大人とは18歳以上の者、
子どもとは17歳以下の者をいい、現役世帯とは世帯主が18歳以上65歳未満の世帯をいう。等価可処分所得金額不詳の世帯員は除く。
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全世帯（2015年、2018年）
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12
14
16

子どもがいる現役世帯（大人が一人）（2015年、2018年）

2015年

2015年

2018年

2018年

2018年貧困線
（127万円）

2018年貧困線
（127万円）

（％）

（％）

全世帯と子どもがいる現役世帯（大人が一人）の等価可処分所得の分布



【対 象】全国男女20‐60代 10,330人（男性5,069人 女性5,165人 その他96人）

【項目設計】本調査の設計にあたり事前調査を実施した。性別に基づく役割や思い込みを決めつけられた経験などの
具体事例を自由回答で聴取し、整理・分類のうえ、本調査の測定項目とした。

対象・項目設計

〇性別役割について、「そう思う」「どちらかといえばそう思う」「どちらかといえばそう思わない」「そう思わない」の４段階で聞い
たところ、男女共に上位２項目は「そう思う」「どちらかといえばそう思う」の合計が５割前後の高い割合となった。

〇男女差が大きく開いたのは「男性は～べきだ」という項目であるが、その他の項目についても全体的に男性が高い割合と
なった。

１ 性別役割意識（全体）

異性に対する思い込みだけではなく、男性・女性自身も無意識のうちに自身で（異性より）強く思い込んでいることもある。

令和３年度 性別による無意識の思い込み
（アンコンシャス・バイアス）に関する調査結果（概要）

31
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(%) (%) (%)

性別役割意識＜性・年代別＞
➤性・年代間で「そう思う」の割合が10ポイント以上差がある項目をピックアップしたのが下図。

男性50‐60代で、性別役割意識（「そう思う」傾向）が強い。
 「デートや食事のお金は男性が負担すべきだ」は、女性全体でも20％前後しかそう思っていない。
 「男性は仕事をして家計を支えるべきだ」は、女性でも年代が高いほど性別役割意識（「そう思う」傾向）が強い。
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性別役割意識①＜性・年代別・家庭・職場＞
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 20‐30代の男女間で、「共働きでも男性は家庭よりも仕事を優先するべきだ」という性別役割意識（「そう思う」傾向）にギャップが
ある。

 「家事・育児は女性がするべきだ」も、20代の男女間で約７ポイントの差がみられる。
夫婦の役割分担に関する項目は、女性でも年代が高くなるほど性別役割意識（「そう思う」傾向）が強くなる。
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性別役割意識＜性・年代別＞

【共働きでも男性は家庭よりも仕事を優先するべきだ】

(%)

性別役割意識②＜性・年代別・家庭・職場＞



日本 海外

選択的夫婦別姓（選択的夫婦別氏）

 日本では、民法において、夫婦は婚姻の際にどちらか一
方の姓を選ばなければならないこととされている(夫婦同
氏制)。

 我が国では、約96％の女性が結婚に伴い氏を変更してい
る。

 夫婦同氏を法律で義務付けている国は、日本以外に見当たらな
い。

性的同意
 日本では、「同意がない」だけでは強制性交等罪は成立

しない。
 強制性交等罪が成立するためには、「暴行・脅迫」若し

くは「心神喪失」「抗拒不能」の要件が必要。

 米国（州ごとに異なる）、英国、ドイツ、スウェーデンなどで、
同意がないことのみを要件として性犯罪として成立する。

 「ノー」を示すか否かを基準とする国が多いが、スウェーデン
では、「イエス」がなければならない。

性交同意年齢
 日本では、刑法において、13歳以上となっており、下限

年齢が低い。

 フランス15歳、英国・カナダ・韓国16歳、米国(州ごとに異な
り、例えばニューヨーク州17歳、カリフォルニア州18歳)であ
る。

緊急避妊薬を処方箋なしで購入
 性交後72時間以内に服用する必要。
 日本では、医師の診察を受けた上で処方される。
（購入には、医師の処方箋が必要）

 欧州、アジアなど世界86か国で処方箋なしで購入可能である。
米国、カナダ、フランスなど:OTC(薬局で自ら選んで購入できる)
英国、ドイツ、イタリアなど:BTC(BPC)(薬剤師が直接管理保管し、
販売時には薬剤師によるコンサルティングを要する）

経口中絶薬
 日本では、経口中絶薬として承認された医薬品はない。

 経口中絶薬は、米国、英国、スウェーデン、オーストラリアな
ど60か国以上で認可されている。

子宮頸がんワクチン（HPVワクチン）
 日本のワクチン接種率は１％前後。

 英国やオーストラリアでは接種率は約80％。
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諸外国にはあるが、日本にはないと指摘されているもの（例）



 現代の女性は、出会いから結婚までの交際期間が長くなり、性経験がある未婚者の
割合も高くなっている。このような状況の中で、リプロダクティブ・ヘルス／ライ
ツ（性と生殖に関する健康と権利）の視点がますます重要になっている。
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（出典）●平均初潮年齢：大阪大学大学院人間科学研究科・比較発達心理学研究室「第12回全国初潮調査結果」より内閣府男女共同参画局作成。
備考：1987年の数値は1987年調査結果、2015年の数値は2011年調査結果をそれぞれ記載。

●性経験のある未婚者：国立社会保障・人口問題研究所「第15回出生動向基本調査」より内閣府男女共同参画局作成。
設問 「あなたはこれまでに異性と性交渉をもったことがありますか。」（１．ある、２．ない）。
備考：1987年の数値は1987年調査結果、2015年の数値は2015年調査結果をそれぞれ記載。

●平均出会い年齢／平均初婚年齢／平均交際期間：国立社会保障・人口問題研究所「第15回出生動向基本調査」より内閣府男女共同参画局作成。
注：対象は各調査時点より過去５年間に結婚した初婚どうしの夫婦（結婚の過程が不詳の夫婦を除く）。各平均年齢は月齢をもとに算出している。
備考：1987年の数値は1987年調査結果、2015年の数値は2015年調査結果をそれぞれ記載。

性経験あり未婚者
（18～19歳）

20.5％

性経験あり未婚者
（20～24歳）

49.3％

性経験あり未婚者
（24～29歳）

61.3％

15歳 20歳 25歳 30歳2015年

平均出会い年齢
24.8歳

平均初婚年齢
29.1歳

平均初潮年齢
12歳2.3ヵ月

性経験あり未婚者
（18～19歳）

17.4％

15歳 20歳 25歳 30歳

性経験あり未婚者
（20～24歳）

31.9%

1987年

性経験あり未婚者
（25～29歳）

40.0%

平均初潮年齢
12歳5.9ヵ月

平均出会い年齢
22.7歳

平均初婚年齢
25.3歳

平均交際期間 2.54年

平均交際期間 4.26年

10代・20代女性のライフイベント年齢



来年春に策定する重点方針2022に向けて、年末まで月２回を目途に以下の議題について開催を予定。
関係府省の幹部も討議に参画。
（１）賃金格差も含めた経済的格差 （６）科学技術分野における女性活躍 【10/26】 (11) 女性の生理と妊娠等に関する健康【10/20】
（２）クオータ制を含む積極的改善措置 （７）仕事と子育ての両立を阻害する慣行 （12）立法・司法・行政におけるジェンダーバイアス
（３）女性の視点も踏まえた税制や （８）アンコンシャス・バイアス【9/30】 (13) 企業活動に関する国際的な枠組み

社会保障制度 （９）ジェンダー統計の推進と活用
（４）コロナの影響の継続的把握 （10) 旧姓の通称使用の拡大やその周知【9/30】
（５）公共調達の活用による女性活躍 夫婦の氏に関する具体的な制度の在り方の更なる検討

計画実行・監視専門調査会について

36

（内閣府男女共同参画局ＨＰより）

事前にＨＰから御登録いただければ、
オンライン（Zoom）で全国から傍聴可能
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